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議案第１９号 
 

令和４年度登米市老人保健施設事業会計予算 

 

 （総 則） 

第１条 令和４年度登米市老人保健施設事業会計の予算は、次に定めるところによる。 
 
 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１）利用定員数      入 所      通 所 

                 ７５人     ３０人 

（２）利用者数         入 所     通 所    訪 問    居 宅 

                         ２５，５５０人 ７，７００人  ８４０人    ４６８人 

    うち短期入所者数   ２，９２０人 

（３）一日平均利用者数   入 所     通 所    訪 問    居 宅 

                          ７０人    ２５人    ３人     ２人 

    うち短期入所者数        ８人 

 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

                   収     入 

第１款 老健事業収益           ４８４，８１３千円 

  第１項 事業収益            ４５７，４６７千円 

  第２項 事業外収益            ２７，３４６千円 

                   支     出 

 第１款 老健事業費用           ４９４，５２４千円 

  第１項 事業費用             ４８０，０１８千円 

  第２項 事業外費用            １１，５０６千円 

  第４項 予備費               ３，０００千円 

 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

                    収     入 

 第１款 資本的収入             ６７，２５４千円 

  第１項 出資金              ４３，０３４千円   

  第２項 企業債              ２０，６００千円   

  第７項 他会計負担金            ３，６２０千円  
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  支 出 

第１款 資本的支出   ６７，２５４千円 

  第１項 建設改良費  ２４，２２０千円  

  第４項 償還金    ４３，０３４千円  

 （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

豊里老人保健

施設改修事業 

千円 

20,600 証書借入 5.0％以内 

(ただし、利率見直し

方式で借り入れる資

金について、利率の

見直しを行った後に

おいては、当該見直

し後の利率) 

借入先の融資条件に

よる。ただし、企業

財政その他の都合に

より繰上償還又は低

利に借換えることが

できる。 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）事業費用と事業外費用との間 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又

はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費             ３３１，４５４千円 

（２）交 際 費                  ２９千円 

（たな卸資産購入限度額） 

第９条 たな卸資産購入限度額は、２２，９９４千円と定める。 

  令和４年２月３日提出 

登米市長 熊 谷 盛 廣 
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予定額（千円） 備　　考

1 老健事業収益 484,813

1 事 業 収 益 457,467

1 入 所 介 護 収 益 307,112

2 短期入所介護収益 53,144

3 通所リハビリ収益 86,240

4 訪問リハビリ収益 5,157

5 居宅介護支援収益 5,616

6 そ の 他 事 業 収 益 198

2 事業外収益 27,346

1 受 取 利 息 配 当 金 1

2 他 会 計 補 助 金 7,080

4 負 担 金 交 付 金 7,176

5 長 期 前 受 金 戻 入 7,967

6 引 当 金 戻 入 2,781

7 その他事業外収益 2,341

予定額（千円） 備　　考

1 老健事業費用 494,524

1 事 業 費 用 480,018

1 給 与 費 331,454

2 材 料 費 11,107

3 経 費 110,650

4 減 価 償 却 費 25,886

5 資 産 減 耗 費 122

6 研 究 研 修 費 799

2 事業外費用 11,506

1 支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費

3 雑 損 失 4,256

4 予 備 費 3,000

1 予 備 費 3,000

7,250

項

支　　出
目款

令和４年度登米市老人保健施設事業会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　入
項款 目
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予定額（千円） 備　　考

1 資 本 的 収 入 67,254

1 出 資 金 43,034

1 出 資 金 43,034

2 企 業 債 20,600

1 企 業 債 20,600

7 他 会 計 3,620

負 担 金 1 他 会 計 負 担 金 3,620

予定額（千円） 備　　考

1 資 本 的 支 出 67,254

1 建設改良費 24,220

1 建 物 及 び 構 築 物 21,220

2 資 産 購 入 費 3,000

4 償 還 金 43,034

1 企 業 債 償 還 金 43,034

款 項 目

支　　出

資　本　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目

収　　入
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１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は損失） △ 9,711

減価償却費 25,886

固定資産除却費 122

固定資産の取得による控除対象外消費税雑損失 2,202

長期前受金戻入額 △ 7,967

固定資産の取得による控除対象外消費税雑収益 △ 2,202

受取利息及び受取配当金 △ 1

支払利息 7,250

未収金の増減額（△は増加） △ 3,355

未払金の増減額（△は減少） 229

退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 2,782

小　　計 9,671

利息及び配当金の受取額 1

利息の支払額 △ 7,250

業務活動によるキャッシュ・フロー 2,422

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 24,220

他会計からの負担金による収入 3,620

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 20,600

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入 50,000

一時借入金の返済による支出 △ 50,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 20,600

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 43,034

他会計からの出資による収入 43,034

財務活動によるキャッシュ・フロー 20,600

　　資金増加額（△は減少） 2,422

　　資金期首残高 37,554

　　資金期末残高 39,976

令和４年度登米市老人保健施設事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

（単位：千円）
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１　総　括

( 36 )

25

( 34 )

25

( 2 )

注　（　）内は「ア　会計年度任用職員以外の職員」の再任用短時間勤務職員及び「イ　会計年度任用

ア 会計年度任用職員以外の職員

( 2 )

25

( )

25

( 2 )

注　（　）内は再任用短時間勤務職員外書き

給 与

職　員　数

区 分

比 較

前　年　度

本　年　度

区 分

職　員　数

特　別　職 一　般　職

(人) (人)

本　年　度

前　年　度

比 較

手
当
の
内
訳

前年度

区　分

本年度

前年度

比　較

36

比　較 4 162

手
当
の
内
訳

本年度 36 1,484

（千円） （千円） （千円）

比　較

前年度 32

区　分
管理職手当 初任給調整手当 扶養手当

本年度 2,925

区　分
休日勤務手当 夜間勤務手当 宿日直手当

前年度 2,925

（千円）

97,484

（千円） （千円）

1,641

報　酬 給　料

285

1,641

97,484111,180

90,765

給　与　費　

報　酬 給　料

（千円） （千円）(人)

特　別　職

(人)

一　般　職

区　分

本年度

2,925

6,719△ 3,593

1,356

114,773

1,484

（千円）

管理職手当

2,925

（千円）

宿日直手当

手
当
の
内
訳

手
当
の
内
訳

90,765

6,719

初任給調整手当

夜間勤務手当

（千円）

休日勤務手当

（千円）

285

1,356

（千円） （千円）

（千円） （千円）

162

32

4

扶養手当

比　較

1,322

1,322

給 与
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職員」のパートタイム職員外書き 注　（※）は引当金繰入額を含む。

注　（※）は引当金繰入額を含む。

　　　　　 　　　　　費
法定福利費(※)

52 △ 4,331 △ 1,450

（千円） （千円）

1,493

△ 219

6,100

843

管理職員特別勤務 寒冷地手当 期末手当(※) 勤勉手当(※) 児童手当 退職給付費(※)

240

88 1,371

80

3,636

19,137 16,092 540

特殊勤務手当地域手当 住居手当 通勤手当 単身赴任手当

（千円） （千円）

912 2,688

75,180 172,664 30,085 202,749

6,319 2,793

時間外勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

1,508 912

3,851 △ 114

△ 531258△ 2,868

（千円） （千円） （千円） （千円）

手　当(※) 計

特殊勤務手当

（千円）

合　　計 備　　考

16,969

75,180

地域手当

23,468

△ 4,331

住居手当

912

1,371

240

48,141283,58678,048

△ 273

6,100

6,319

△ 219

児童手当

（千円）

540

勤勉手当(※)

（千円）

16,092

17,542

△ 1,450

期末手当(※)

（千円）

300

寒冷地手当

通勤手当

47,610283,844

　 　 　明　細　書

法定福利費(※)
手　当(※)

（千円）

（千円）

912

（千円）

78,048

△ 2,868

1,508

1,508

1,508

843

時間外勤務手当

3,636

（千円）

合　　計

331,727

2,793

（千円）

331,454

2,688

2,768

単身赴任手当

（千円）（千円） （千円）

計

（千円）

80

（千円）

管理職員特別勤務

手当　　 （千円）

88

88

1,493

手当　　 （千円） （千円）

19,137

2,768

3,737

退職給付費(※)

（千円）

16,969

15,4761,319

52

168,813 30,199 199,012

88 1,319 23,468 17,542 300 15,476

　　　　　 　　　　　費
備　　考
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イ 会計年度任用職員

( 34 )

( 34 )

( )

注　（　）内はパートタイム職員外書き

２　給料及び職員手当の増減額の明細

３　給料及び手当の状況

(1) 職員1人当たり給与

(2) 初　任　給

区 分

職　員　数

特　別　職 一　般　職

(人) (人)

114,773

本　年　度

前　年　度

比 較

（千円） （千円）

111,180

増減事由別内訳（千円）

377,000

その他の増減分

報　酬 給　料

△ 3,593

区　分

給　　料
昇給に伴う増加分

その他の増減分

制度改正に伴う増減分

平均給与月額（円）

△ 2,868

56歳9月平均年齢（歳）

147,900

平均給与月額（円）

増減額（千円）

6,719

399,208

大　　学　　卒 182,200

(円)

平均給料月額（円）

行政職 労務職

391,708

高　　校　　卒 150,600

職員手当

本　　 年 　　度
令和４年４月１日
現　　　　　　在

前　　 年 　　度
令和３年４月１日
現　　　　　　在

区　　分

短　　大　　卒

平均年齢（歳） 57歳9月

377,000平均給料月額（円）

(円)

行政職区 分

給 与
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114,773 17,942 132,715

（千円） （千円） （千円） （千円）

111,180 17,525 128,705

△ 3,593 △ 417 △ 4,010

317,285

297,007

41歳0月

43歳11月

289,396 929,500

256,806

47歳6月

労務職(円)

282,625

医療職（１） 医療職（３）医療職（２）

法定福利費 合　　計
手　当 計

287,417 312,625

備　　　　考

293,007

△ 2,529

5,032

266,979

66歳6月

職員の採用・退職、会計間の人事異動等に伴う増減

令和３年人事院勧告に伴う影響額

1,687

労務職

574,333

285,854

△ 339

一般会計の制度

39歳8月

147,900

42歳11月

305,800 188,400

150,600

(円)

医療職(１) 医療職(２)

(円) (円) 行政職(円)

医療職(３)

275,542

212,600 182,200

200,700

574,333

職員の採用・退職、会計間の人事異動等に伴う増減

292,625

51歳0月67歳6月

929,500

　　　　　 　　　　　費
備　　考
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(3) 級別職員数

注　（　）内は再任用短時間勤務職員外書き

（級別の標準的な職務内容）

４級

７級

６級

100.0

１級

２級

３級

１級

２級

３級

１級

２級

75.03

計計

2 ４級

５級

６級

区分 １級

2

区分 １級 ２級 ３級

行政職

　定型的な業務を行う職務

５級

医療職(２)

２級

100.0 1４級

３級

医療職(３)

100.0

７級

4 100.0

区分

　技師等の職務 　困難な業務を行う技師等
の職務

　技師等の主任の職務

　高度の知識又は経験を必
要とする業務を行う職務

　係長の職務又は職務の複
雑、困難及び責任の度がこ
れと同程度の職務

　看護師主任等の職務

区分 １級 ２級

25.0

計

３級

100.0

構成比
(人)

級

行　政　職
職員数

医　療　職（１）

　准看護師の職務 　看護師等の職務

３級

区分

　科長等の職務

計計

本 年 度
令和４年
４月１日
現　　在

前 年 度
令和３年
４月１日
現　　在

４級

2

５級

４級

３級

２級

１級 １級

２級

１級 ２級

(人)
級

（％）

５級

３級

労　務　職

級

３級 75.0

25.0

計 4 100.0

医療職(１)

　医療業務を行う職務 　室長及び診療所長の職務

2 1

3

１級

２級

３級

４級

構成比
（％）

職員数
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2

５級

　看護部長等の職務

４級

５級

1

　困難な業務を行う看護
部長等の職務

　困難な業務を行う技師
等の長の職務

５級

６級

1

１級

２級

３級

４級

５級

6 100.0

1

計100.0

５級

４級100.0 2 33.3

計

４級

医　療　職（１）

６級

６級

　困難な業務を行う技師
等の主任の職務

　技師等の長の職務

　総看護師長及び看護師
長等の職務

５級

　副院長及び部長の職務
並びに困難な業務を行う
診療所長の職務

　院長及び困難な業務を
行う副院長の職務

４級

６級

100.0

３級

100.0

3 37.5

33.3

8 100.0

33.42

41.7

１級

６級

25.0

3

1

　課長補佐等の職務又は
職務の複雑、困難及び責
任の度がこれと同程度の
職務

　課長、室長、事務長及
び副参事の職務

計計

1

４級

2

構成比職員数

8.3

医　療　職（２）

２級

３級

４級

５級 ６級

37.5

４級

職員数
級

医　療　職（３）

(人)（％）

１級

6 50.0

5

(人) （％）
職員数 構成比

(人)
級

構成比
（％）

40.04

５級

６級

２級

３級

　事務局長、経営管理部
次長及び参与の職務

　医療局長、医療局次
長、医療局参与、経営管
理部長及び理事の職務

７級

１級

２級

12 100.0

(2) (100.0)
6 60.0

(2) (100.0)
10 100.0

－ 15 －



(4) 昇給

(5) 特殊勤務手当

(6) 期末手当・勤勉手当

注　（　）内は再任用短時間勤務職員外書き

(7) 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

(8) その他の手当

前
年
度

２号給（人）

17昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

25

本　年　度

支給対象職員１人当たり平均支給月額(円) 24,206

職　　 員　　 数（Ａ）（人）

号給数内訳

７号給（人）

８号給（人）

６月（月分）

支　給　期　別　支　給　率

代表的な特殊勤務手当の名称

６号給（人）

１２月（月分）

５号給（人）

行政職

支給対象職員の比率(％)
（令和４年４月１日現在）

給料総額に対する比率(％) 6.26

職　　 員　　 数（Ａ）（人）

３号給（人）

４号給（人）

区　　分

１号給（人）

18

８号給（人）

66.7

４号給（人）

７号給（人）

３号給（人）

(1.125)

24.586875

25年勤続の者（月分）

33.27075

33.27075

35年勤続の者（月分）

47.709

47.709

区 分

支 給 率 等

前　年　度

20年勤続の者（月分）

24.586875

(1.175)

2.150

2.225 2.225 (1.175)

2.150 (1.125)

通　　勤　　手　　当

一般会計の制度との異同

同

同

同

同

扶　　養　　手　　当

地　　域　　手　　当

住　　居　　手　　当

区 分

一般会計の制度（支給率等）

一般会計の制度

診療手当、夜間看護手当

区分 全職種

68.0比率（Ｂ）／（Ａ）　　（％）

６号給（人）

５号給（人）

２号給（人）
本
年
度

2.150 (1.125)

区 分

合計

16

号給数内訳

１号給（人）

区　　分

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

27

(1.125)2.150

1

合計

77.78

18

比率（Ｂ）／（Ａ）　　（％）
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1

8

医療職(３)

7

5

医療職(２)

4

100.0

2 4

4.30 (2.250)

有

100.0

 職務上の段階、職務の
 級等による加算措置

66.783.3

備　　　考

(2.350)

有

有

労務職 医療職(１)

100.00

4

労務職 医療職(１)

12

7

1

7

医療職(３)行政職

8

4

4

医療職(１)

87.5

医療職(２)

備　　　考

定年前早期退職特例措置（2％～20％）

定年前早期退職特例措置（2％～20％）

最高限度（月分） その他の加算措置等

47.709

47.709

4.30 (2.250)

4.45

差　異　の　内　容

4

支給率計（月分）

171,333

7

労務職

29.83

行政職

医療職(２)

2

1

58.3

28,083

6 12

医療職(３)

9.58

5 7

100.00
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左の財源

内　　訳

期　間 金　額 期　間 金　額 事業収益等

千円 千円 千円 千円

令和２年度から 令和４年度から
令和３年度まで 令和５年度まで

令和４年度から
令和５年度まで

令和４年度から
令和５年度まで

令和４年度から
令和５年度まで

令和４年度から
令和６年度まで

令和４年度から
令和６年度まで

令和４年度から
令和６年度まで

白衣等賃貸借 14,340 6,057 7,1707,170

120

42,240

287

貯水槽清掃業務委託 225 12059

給食業務委託 74,448 42,240

平成３年度

平成３年度

平成３年度自動ドア保守業務委託 442 287144

21,120

債務負担行為に関する調書

事 項 限度額

前年度末までの支払

義務発生（見込）額

当該年度以降の支

払義務発生予定額

消防設備保守点検業務委託 941

20,790

自家用電気工作物保安管理業務委託 629 629

施設管理業務委託 20,790

特別管理産業廃棄物処理業務委託 176 令和４年度

941 941

176 176

20,790

629

－ 19 －



１

(1)

イ 90,410

ロ 1,002,922

△ 593,659 409,263

ハ 36,976

△ 32,533 4,443

二 53,691

△ 32,173 21,518

ホ 16,778

△ 13,802 2,976

528,610

528,610

２

(1) 39,976

(2) 68,591

△ 80 68,511

(3) 583

109,070

637,680

器 械 備 品

貸 倒 引 当 金

減価償却累計額

有形固定資産合計

減価償却累計額

車 両

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額

有形固定資産

土 地

建 物

令和４年度登米市老人保健施設事業予定貸借対照表
（令和５年３月３１日）

（単位：千円）

固 定 資 産

資　産　の　部

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

未 収 金

現 金 預 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３

(1)

イ

(2)

イ 124,762

427,916

４

(1) 15,000

(2)

イ

(3) 22,434

(4)

イ 15,214

96,546

５

(1) 95,261

△ 35,190

60,071

584,533

６ 345,158

７

(1)

イ 292,011

△ 292,011

△ 292,011

53,147

637,680

（単位：千円）

負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

303,154

引 当 金

退職給付引当金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

一 時 借 入 金

43,898

未 払 金

引 当 金

賞与引当金

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

資　本　の　部

資 本 金

剰 余 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処理欠損金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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１ 事業収益

(1) 入所介護収益 305,638

(2) 短期入所介護収益 45,840

(3) 通所介護収益 77,928

(4) 居宅介護収益 5,500

(5) その他事業収益 180 435,086

２ 事業費用

(1) 給与費 337,778

(2) 材料費 10,195

(3) 経費 95,076

(4) 減価償却費 24,285

(5) 資産減耗費 2,107

(6) 研究研修費 832 470,273

事業利益（△損失） △ 35,187

３ 事業外収益

(1) 受取利息配当金 1

(2) 他会計補助金 6,616

(3) 補助金 85

(4) 負担金交付金 8,024

(5) 長期前受金戻入 5,727

(6) 引当金戻入 15,765

(7) その他事業外収益 1,964 38,182

４ 事業外費用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 8,074

(2) 雑損失 12,294 20,368 17,814

経常利益（△損失） △ 17,373

５ 予備費 3,000 3,000 △ 3,000

△ 20,373

△ 261,927

△ 282,300当年度未処分利益剰余金（△欠損金）

令和３年度登米市老人保健施設事業予定損益計算書
（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

当年度純利益（△損失）

前年度繰越利益剰余金（△欠損金）

（単位：千円）
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１

(1)

イ 90,410

ロ 983,631

△ 573,444 410,187

ハ 36,976

△ 32,203 4,773

二 53,404

△ 30,451 22,953

ホ 16,778

△ 12,501 4,277

532,600

532,600

２

(1) 37,554

(2) 65,236

△ 80 65,156

(3) 583

103,293

635,893

器 械 備 品

貸 倒 引 当 金

減価償却累計額

有形固定資産合計

減価償却累計額

車 両

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額

有形固定資産

土 地

建 物

令和３年度登米市老人保健施設事業予定貸借対照表
（令和４年３月３１日）

（単位：千円）

固 定 資 産

資　産　の　部

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

未 収 金

現 金 預 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３

(1)

イ

(2)

イ 127,544

453,996

４

(1) 15,000

(2)

イ

(3) 22,205

(4)

イ 15,214

95,453

５

(1) 93,843

△ 27,223

66,620

616,069

６ 302,124

７

(1)

イ 282,300

△ 282,300

△ 282,300

19,824

635,893

（単位：千円）

負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

326,452

引 当 金

退職給付引当金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

一 時 借 入 金

43,034

未 払 金

引 当 金

賞与引当金

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

資　本　の　部

資 本 金

剰 余 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処理欠損金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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注記事項 

Ⅰ 重要な会計方針 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

・貯蔵品

 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

・減価償却の方法

定額法による。 

・主な耐用年数

建物 15年 ～ 39年 

構築物  10年 ～ 20年 

器械備品  4年 ～ 10年 

車両    4年 ～  6年 

（２）無形固定資産 

・減価償却の方法

定額法による。 

（３）リース資産 

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却の方法と同一の方法による。 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

  リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法による。 

３ 引当金の計上基準 

（１）退職給付引当金 

 当年度末における職員に対する退職手当の要支給額（139,829千円）から、宮城県市

町村職員退職手当組合における積立金相当額を控除した金額（15,067 千円）を計上し

ている。 

－ 26 －



  （２）賞与引当金（法定福利費引当金含む） 

  職員の期末手当、勤勉手当の支給及び手当の支給に伴う法定福利費の支払いに備える

ため、当年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支給見込額のうち当年度の負担

に属する額を計上している。 

 

  （３）貸倒引当金 

  債権の不納欠損による損失に備えるため、実積率等による回収不能見込額を計上して

いる。 

 

 ４ その他会計に関する書類作成の基本となる重要な事項 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお、控除対象外消費税等

については、当年度の費用として処理している。 

 

Ⅱ 予定貸借対照表関係 

 

 １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

  貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定の額も含む）のうち、一般会

計が負担すると見込まれる額は、347,052千円である。 

 

２ 賞与等引当金の取崩し 

  令和４年度において、職員の期末手当、勤勉手当の支給及び手当の支給に伴う法定福利

費として 15,214千円を使用する見込みである。 
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収　入

千円 千円 千円
1 484,813 488,601 △ 3,788

1 事 業 収 益 457,467 454,274 3,193

1 入 所 介 護 収 益 307,112 309,378 △ 2,266

2 短 期 入 所 53,144 53,437 △ 293
介 護 収 益

3 通 所 リ ハ ビ リ 86,240 87,781 △ 1,541
収 益

4 訪 問 リ ハ ビ リ 5,157 5,157
収 益

5 居 宅 介 護 5,616 3,480 2,136
支 援 収 益

6 そ の 他 198 198 0
事 業 収 益

2 事 業 外 収 益 27,346 34,327 △ 6,981

1 受取利息配当金 1 1 0

2 他 会 計 補 助 金 7,080 6,376 704

4 負 担 金 交 付 金 7,176 8,024 △ 848

5 長 期 前 受 金 7,967 6,460 1,507
戻 入

6 引 当 金 戻 入 2,781 11,520 △ 8,739

7 そ の 他 2,341 1,946 395
事 業 外 収 益

支　出

千円 千円 千円

1 494,524 490,024 4,500

1 事 業 費 用 480,018 475,371 4,647

1 給 与 費 331,454 331,727 △ 273

収　益　的　収　入　及  

款　項 目 当年度予定額 前年度予定額 比較増減

老 健 事 業 収 益

老 健 事 業 費 用

款　項 目 当年度予定額 前年度予定額 比較増減
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金　額
千円

1 入 所 介 護 収 益 307,112

1 短 期 入 所 53,144
介 護 収 益

1 通 所 リ ハ ビ リ 86,240
収 益

1 訪 問 リ ハ ビ リ 5,157
収 益

1 居 宅 介 護 5,616
支 援 収 益

1 そ の 他 198
事 業 収 益

1 預 金 利 息 1  預金利息

1 他 会 計 補 助 金 7,080

1 他 会 計 負 担 金 7,176

1 長 期 前 受 金 7,967  長期前受金収益化額
戻 入

2 退 職 給 付 引 当 金 2,781  退職給付に係る引当金戻入
戻 入

1 そ の 他 2,341
事 業 外 収 益

金　額
千円

1 給 料 97,484  職員給料

2 手 当 等 45,437  職員手当
　
3 報 酬 111,180  会計年度任用職員報酬

4 法 定 福 利 費 45,170  共済組合負担金、社会保険負担金、 公務災害
 補償基金負担金

5 退 職 給 付 費 16,969  退職手当組合負担金

6 賞 与 引 当 金 12,774
繰 入 額

7 法 定 福 利 費 2,440
引 当 金 繰 入 額

説　　明
区　　分

　 　 　 　 　   び　支　出　明　細　書

節

 延 利 用 者 数     468人
 一日平均利用者数  　 2人

説　　明

 延 利 用 者 数  22,630人
 一日平均利用者数    62人
 延 利 用 者 数   2,920人
 一日平均利用者数  　 8人

 主治医意見書作成料等

 一般会計補助金（基礎年金拠出金、児童手当）

区　　分

 延 利 用 者 数     840人
 一日平均利用者数  　 3人

 賞与に係る引当金繰入額

 法定福利費に係る引当金繰入額

節

 延 利 用 者 数   7,700人
 一日平均利用者数  　25人

 建設改良消費税雑収益、施設使用料等

 一般会計負担金（企業債利息）
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千円 千円 千円
2 材 料 費 11,107 10,267 840

3 経 費 110,650 105,337 5,313

4 減 価 償 却 費 25,886 25,018 868

款　項 目 当年度予定額 前年度予定額 比較増減
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金　額
千円

1 薬 品 費 2,880  薬品費
2 介護・医療材料費 5,400  介護・医療材料費

3 給 食 材 料 費 2,040

4 介 護 ・ 医 療 787  介護・医療消耗備品費
消 耗 備 品 費

1 厚 生 福 利 費 1,920  職員健診費用等

3 旅 費 交 通 費 107  普通旅費

4 職 員 被 服 費 123  職員白衣等

5 消 耗 品 費 6,105  事務消耗品

6 消 耗 備 品 費 614  備品購入費

7 光 熱 水 費 11,416  電気料、水道料、下水道料

8 燃 料 費 12,934  Ａ重油、ガソリン、ＬＰガス、軽油、灯油代

9 食 料 費 14  食料費

10 印 刷 製 本 費 275  印刷物購入費

11 修 繕 費 6,296  建物、構築物、器械備品、車両修繕費

12 保 険 料 672  老健総合保障制度保険、建物災害保険、自動車
 保険料

13 賃 借 料 9,933  リネン・業務衣借上料等

14 通 信 運 搬 費 1,066  電話料、郵便料、テレビ受信料等

15 委 託 料 58,690  給食業務委託、施設清掃委託料等

16 諸 会 費 265  諸会費

17 交 際 費 29  交際費

21 雑 費 191  自動車重量税、証紙・印紙代等

1 建 物 20,215  建物減価償却費
減 価 償 却 費

2 構 築 物 330  構築物減価償却費
減 価 償 却 費

3 器 械 備 品 4,040  器械備品減価償却費
減 価 償 却 費

 給食材料費（流動食、栄養補助食品）

説　　明
節

区　　分
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千円 千円 千円

5 資 産 減 耗 費 122 2,107 △ 1,985

6 研 究 研 修 費 799 915 △ 116

2 事 業 外 費 用 11,506 11,653 △ 147

1 支 払 利 息 及 び 7,250 8,074 △ 824
企業債取扱諸費

3 雑 損 失 4,256 3,579 677

4 予 備 費 3,000 3,000 0

1 予 備 費 3,000 3,000 0

款　項 目 当年度予定額 前年度予定額 比較増減
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金　額
千円

4 車 両 減 価 償 却 費 1,301  車両減価償却費
2 固 定 資 産 122  器械備品除却費
除 却 費

1 謝 金 45  講師謝金

2 図 書 費 128  図書購入費

3 旅 費 353  研修旅費

4 研 究 雑 費 273  研修参加費

1 企 業 債 利 息 7,176  企業債利息

3 一 時 借 入 金 74  一時借入金利息
利 息

1 雑 損 失 4,256  たな卸資産購入及び建設改良費に係る消費税額

1 予 備 費 3,000  予備費

節
説　　明

区　　分
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収　入

千円 千円 千円
1 67,254 62,065 5,189

1 出 資 金 43,034 42,186 848

1 出 資 金 43,034 42,186 848

2 企 業 債 20,600 20,600

1 企 業 債 20,600 20,600

7 他会計負担金 3,620 19,879 △ 16,259

1 他 会 計 負 担 金 3,620 19,879 △ 16,259

支　出

千円 千円 千円
1 67,254 62,065 5,189

1 建 設 改 良 費 24,220 19,879 4,341

1 建 物 及 び 21,220 7,172 14,048
構 築 物

2 資 産 購 入 費 3,000 12,707 △ 9,707

4 償 還 金 43,034 42,186 848

1 企 業 債 償 還 金 43,034 42,186 848

資　本　的　収　入　及　

款　項 目 当年度予定額 前年度予定額 比較増減

資 本 的 収 入

款　項 目 当年度予定額 前年度予定額 比較増減

資 本 的 支 出
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金　額
千円

1 出 資 金 43,034  一般会計出資金（企業債元金）

1 企 業 債 20,600

1 他 会 計 負 担 金 3,620  一般会計負担金（建設改良費）

金　額
千円

1 工 事 請 負 費 21,220  冷温水発生機設備更新

1 器 械 備 品 3,000  電動ベッド等更新
購 入 費

1 企 業 債 償 還 金 43,034  企業債償還元金

　 　 　 　 　 　び　支　出　明　細　書

節
説　 明

区　　　分

節
説　 明

区　　　分

 介護サービス事業債（施設改修事業）
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（単位：千円、税抜）

A Ｂ

令和４年度 令和３年度 Ｃ Ｄ

当初 当初 Ａ－Ｂ 伸び率

1 事業収益 457,449 454,256 3,193 0.7%

(1) 入所介護収益 307,112 309,378 △ 2,266 △0.7%

(2) 短期入所介護収益 53,144 53,437 △ 293 △0.5%

(3) 通所リハビリ収益 86,240 87,781 △ 1,541 △1.8%

(4) 訪問リハビリ収益 5,157 5,157 皆増

(5) 居宅介護支援収益 5,616 3,480 2,136 61.4%

(6) その他事業収益 180 180 0 － 

2 事業費用 470,882 466,502 4,380 0.9%

(1) 給与費 331,454 331,727 △ 273 △0.1%

(2) 材料費 11,035 10,195 840 8.2%

(3) 経費 101,659 96,623 5,036 5.2%

(4) 減価償却費 25,886 25,018 868 3.5%

(5) 資産減耗費 122 2,107 △ 1,985 △94.2%

(6) 研究研修費 726 832 △ 106 △12.7%

3 事業利益（△損失）　（1-2） △ 13,433 △ 12,246 △ 1,187 △9.7%

4 事業外収益 27,364 34,345 △ 6,981 △20.3%

(1) 受取利息配当金 1 1 0 － 

(2) 他会計補助金 7,080 6,376 704 11.0%

(3) 負担金交付金 7,176 8,024 △ 848 △10.6%

(4) 長期前受金戻入 7,967 6,460 1,507 23.3%

(5) 引当金戻入 2,781 11,520 △ 8,739 △75.9%

(6) その他事業外収益 2,359 1,964 395 20.1%

5 事業外費用 20,642 20,522 120 0.6%

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 7,250 8,074 △ 824 △10.2%

(2) 雑損失 13,392 12,448 944 7.6%

6 事業外利益（△損失）　(4-5) 6,722 13,823 △ 7,101 △51.4%

7 経常利益（△損失）　(3+6) △ 6,711 1,577 △ 8,288 △525.6%

8 予備費 3,000 3,000 0 － 

△ 9,711 △ 1,423 △ 8,288 △582.4%

△ 282,300 △ 269,929 △ 12,371 △4.6%

△ 292,011 △ 271,352 △ 20,659 △7.6%

損益計算書の推移

当年度純利益（△損失）　（7-8）

当年度未処分利益剰余金（△欠損金）

前年度繰越利益剰余金（△欠損金）

項　 　目

比較増減
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資産の部 （単位：千円）
Ａ Ｂ

令和４年度 令和３年度 Ｃ Ｄ
当初 当初 Ａ－Ｂ 伸び率

1 固定資産 528,610 531,953 △ 3,343 △0.6%
(1) 有形固定資産 528,610 531,953 △ 3,343 △0.6%

土地 90,410 90,410 0 － 
建物 409,263 410,187 △ 924 △0.2%
構築物 4,443 4,772 △ 329 △6.9%
器械備品 21,518 22,108 △ 590 △2.7%
車両 2,976 4,476 △ 1,500 △33.5%

2 流動資産 109,070 108,103 967 0.9%
(1) 現金預金 39,976 39,452 524 1.3%
(2) 未収金 68,511 68,032 479 0.7%
(3) 貯蔵品 583 619 △ 36 △5.8%

637,680 640,056 △ 2,376 △0.4%

負債・資本の部
3 固定負債 427,916 458,241 △ 30,325 △6.6%

(1) 企業債 303,154 326,452 △ 23,298 △7.1%
(2) 引当金 124,762 131,789 △ 7,027 △5.3%

4 流動負債 96,546 84,754 11,792 13.9%
(1) 一時借入金 15,000 5,000 10,000 200.0%
(2) 企業債（短期） 43,898 43,034 864 2.0%
(3) 未払金 22,434 22,636 △ 202 △0.9%
(4) 引当金（短期） 15,214 14,084 1,130 8.0%

5 繰延収益 60,071 66,289 △ 6,218 △9.4%
(1) 長期前受金 60,071 66,289 △ 6,218 △9.4%

584,533 609,284 △ 24,751 △4.1%
6 資本金 345,158 302,124 43,034 14.2%
7 剰余金 △ 292,011 △ 271,352 △ 20,659 △7.6%

(1) 利益剰余金 △ 292,011 △ 271,352 △ 20,659 △7.6%
当年度未処理欠損金 292,011 271,352 20,659 7.6%

53,147 30,772 22,375 72.7%
637,680 640,056 △ 2,376 △0.4%

貸借対照表の推移

負債・資本合計

項　 　目
比較増減

資産合計　（1+2）

負債合計　（3+4+5）

資本合計(6+7)
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